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Fukutake Education and Culture Foundation, a grantmaking foundation operating in Okayama prefecture, Japan had con-
ducted a joint research together with a nonprofit umbrella organization （Okayama NPO Center） and a researcher to under-
stand the current circumstance and needs of its grantees. The result showed that a considerable number of ex-grantees are 
continuing the activities after the end of grant period, and that the Foundation’s grant helped them to win trust and other 
resources to consolidate the basis of their activities and organizations. They also mentioned the change happened in their local 
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1. はじめに

1.1. 背景と目的

　市民社会セクターが創造的・先駆的な活動を行って

いく上で，行政等に比べ大きなリスクを取ることが可

能な民間助成財団がそれを支援していくことの意義は，

一見明白なようにも思える（林・山岡 1984）．日本で

も，多くの財団が各種の助成プログラムを通じてそれ

を試みているが，各財団にとってその助成を受けた組

織や個人，活動（以下「助成対象者」と総称する）が

その後の活動をどう維持・発展させているか，あるい

は財団に対して何を求めているかを，日常的なコミュ

ニケーション等を通じて把握することは，財団側のス

タッフ不足や両者の関係性が不均等なこともあって，

決して容易な事ではない（今田 2007）．財団助成はや

やもすれば「出しっぱなし」あるいは「ばらまき」に

陥りかねないリスクを持っているとも言える．

　本実践報告では，岡山県内で活動する公益財団法人 福
武教育文化振興財団（以下「財団」と略す）が特定非営

利活動法人 岡山 NPO センター（以下「NPO センター」

と略す）並びに国立大学法人岡山大学 青尾准教授（以下

「研究者」）と協働して実施した「教育文化活動助成に関

するアンケート調査」1 について，実務上の担当者であっ

1 本調査の報告書は公益財団法人福武教育文化振興財団（2021）
『教育文化活動助成に関するアンケート調査　報告書―岡山県

の人づくり，地域づくりにつながるより効果的な公募助成にす

るために―』としてまとめられている．詳細についてはそちら

（http://www.fukutake.or.jp/ec/pdf/josei/enquete_kyoikubunka.
pdf）をご参照されたい．なお本報告内では「報告書」と略す．
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た筆者らが①その結果の概要を報告するとともに，②そ

れを 3 者共同で実施したプロセスについて振り返りを行

うことで，今後同様の試みを行おうとする実践者・研究

者の方々への参考となることを目的とするものである．

1.2. 福武教育文化振興財団について

　本調査の主体である福武教育文化振興財団は，福武

書店創業者であった故福武哲彦氏の遺志を継ぎ，福武

總一郎氏が 1986 年に設立した福武教育振興財団と，

1996 年に設立された福武文化振興財団の両財団を 2007
年に統合し成立した．新財団の定款上で目的は「教育

文化活動に対する支援等に関する事業を行い，人材の

育成と地域の発展に寄与する」ことであり，その事業

は岡山県内において行うこととされた．

　財団の常勤職員は 4 名であり，主力事業である公募

助成事業は「教育活動助成（2015 年度までは「教育研

究助成」）」と「文化活動助成」に分かれていたが，

2019 年度に「教育文化活動助成」として統合された．

2008 年度から 2020 年度までの合計助成件数と金額は

1,854 件，3 億 7,935 万円となり，平均して各年度 143
件，平均助成額は各 20 万円であることから，小規模の

助成を多数出していることがわかる．市町村別の採択

数を見ると，岡山市が多いものの，その他の町村部で

は中山間地等でも人口対比で少なくない件数に対して

助成を行っている（「報告書」pp. 2–5）．
　件数や金額からもわかる通り，財団の助成活動はそ

の目的に照らし，岡山県内で教育や文化活動を行おう

とする人々に，いわゆる「スタートアップ」段階も含

めて広く助成を行い，その活力を促進することを狙っ

たものである．

1.3. 岡山 NPO センターと研究者について

　本調査の実施に協力した岡山NPOセンターは，2002
年（前身組織は 1998 年）に設立された中間支援組織で

あり，職員は 2021 年 5 月現在で 37 名（うち常勤職員

18 名，非常勤職員 19 名）である．岡山県・岡山市か

らの施設指定管理・委託，NPO 事務・経営支援やボラ

ンティア・寄付促進，地域内連携支援等の業務とあわ

せて，調査・研究も行う（岡山NPOセンターウェブサ

イト「組織概要」）．

　同じく調査に協力した青尾は 2018 年から岡山大学で

研究者として教育・研究を行っているが，2016 年まで

は国際協力NGOや助成財団のプログラム・オフィサー

として実務側の人間であり，現在でも助成財団セン

ターの特別参与を兼職している．財団の審査委員，

NPO センターの顧問でもあり，研究と実践の中間的な

立場にいると言える．

2. 調査結果

2.1. 調査の概要

　本調査は財団の 35 周年事業の一環として計画され

た．財団としての目的は①現行の助成プログラムの意

義や価値，また助成対象者が活動を継続しているかも

含め，その現状を知ること，また②近年力を入れてい

る助成以外の助成対象者に対するフォローアップ活動

（助成対象者の交流や勉強会，マッチング，財団との相

談等）についてのニーズを知ることであった．

　調査は 2008 年度から 2020 年度までの 13 年間の公募

助成事業の対象者 1,327 件を対象とし，複数回の助成

を受けた団体に対しては，最新の助成についての回答

のみを依頼した．また団体名称の変更等により 95 件が

重複しており，住所変更等で 80 件が返送された．計

55 日間の回答受付期間（2021 年 6 月～7 月）における

郵送，メール添付，あるいはウェブ上からの回答数は

508 件であり，その過半がウェブ上からの回答であっ

た．最終的な回収率は 38.3％となった2．

　本調査の質問・回答用紙は回答者の便を考えて A4
で正味 3 枚，7 問（一部を除き選択項目と自由記述の

併用）に限られ，I．助成を受けた活動の現状，II．助

成を受けたことによる活動・組織の変化，III．財団の

フォローアップ活動について，IV．財団への要望や

メッセージ，V．自分が活動する地域の現状，につい

て聴取した．回答者の情報は未記入でも回答できるよ

うになっていたが，未記入者は 13 件のみであった

（「報告書」pp. 5–6）．

2.2. 調査結果①：助成を受けた活動の継続状況

　以下，各設問に応じて概要を紹介していく．

　I．助成を受けた活動の現状（有効回答 475）につい

ては，全体の 67.8％が活動を（規模の大小はあっても）

継続していると回答しており，新型コロナウイルス流

行下でも現在活動を休止し，再開の予定がないと回答

したのは 13.3％に留まった（残り 13.1％が現在は休止

しているが再開の予定あり，5.9％が活動は他の団体に

引き継いでいると回答，「報告書」pp. 8–9）．
　これは予想以上に高い確率であったが，本回答に限

らず本調査全体について，比較的に活動がうまくいっ

ている助成対象者が回答しているという「自己選択バ

イアス」の可能性が考えられることも考慮する必要が

あろう．

2 教育関係の助成は学校が対象となっているものが多く，担当者

の異動や退任によって回答不可となるケースが見られた．また

少数だが団体名の表記ゆれ等により，同団体に複数通評価票を

送ったケースがあり，確認と連絡が必要となった．
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　いずれにせよ，助成対象者の相当数が助成終了後も

継続的に活動を行っているということは，間違いなく

言えるものと思われる．

2.3. 調査結果②：助成を受けたことによる変化

　II．助成を受けたことによる活動の変化（有効回答

474）については，「活動の規模拡大の基礎作りに役

立った」（62.0％），「参加者や地域のニーズが理解・把

握できた」（35.2％），「マスメディア等で紹介された」

（34.4％）等，活動の拡大につながったとの回答が多く

見られたが，「自主財源を得るきっかけになった」は

22.8％に留まるなど，その後の規模拡大につながる事

例は限られることも窺えた．

　助成を受けたことによる団体への変化は，「信頼度の

向上に役立った」（57.6％），「知名度の向上に役だっ

た」（48.5％），「新たな資源（資金・人材・ネットワー

ク等）の獲得につながった」（45.1％）との回答が多

く，自由記述でも財団の助成を受けることによって行

政や地域の人たちからの信頼度が上がったとの回答が

見られた（「報告書」pp. 10–12）．

2.4. 調査結果③：財団のフォローアップ活動について

　財団がこれまで実施しているフォローアップ活動

（助成金以外の支援活動）は多岐にわたる．そのうち

III．「これまで受けて良かったもの」（有効回答数 446）
では，「活動成果の発表・公開の機会（成果報告会等）」

（59.6％）が最も多く，次いで「他団体の事例共有・交

流の場」（43.7％），「広報支援（SNS，ウェブサイト，

財団広報誌等）」（26.0％）となり．申請時や助成後の

相談（26.0％／10.8％）や財団主催セミナー（13.7％），

他団体マッチング（13.2％），財団職員による現場訪問

（13.2％）等の回答は数としては多くなかった（「報告

書」p. 13）．
　もっともこの結果については，もともと全助成対象

者が参加する行事が助成決定時の成果報告会のみと

なっており，他については全員が参加しているわけで

はないことに留意が必要である．

　一方で「今後受けてみたいフォローアップ」（有効回

答数 442）については，依然として「他団体の事例共

有・交流の場」（43.0％）は多かったものの，他にも

「広報支援」（37.8％），「他団体の紹介・マッチング」

（29.6％），「活動成果の発表・公開の機会（29.0％）」，

「財団主催のセミナー」（27.8％），財団職員による現場

訪問（20.8％）と，多くの項目があげられ，また回答数

も「これまで受けてよかったもの」より多かったこと

から，潜在的にはより多様なフォローアップ活動に対

する需要があることが窺われる（「報告書」pp. 14–15）．

2.5. 調査結果④：財団に対する要望等

　IV．では，自由記述によって財団に対する要望や指

摘事項，財団職員とのエピソード等を求めた．当然と

いうべきか最も多かったのは財団の助成や存在に対す

る感謝（69 件）であったが，その多くが財団の職員の

日常業務における親身な姿勢への謝意（36 件）を述べ

ていたことが，助成対象者と財団職員の距離の近さを

伺わせるものであり，注目に値する．他には教育・文

化分野への支援について（20 件），スタートアップ時

期への支援について（17 件），財団が他団体との連携

のハブとなっていること（16 件），新型コロナ流行下

での柔軟な支援に対する謝意（10 件），助成事業に対

する財団の助言（8 件）等が述べられていた（「報告

書」pp. 16–18）．
　一方で財団に対する要望としては，特に多数意見と

いうものは見られなかったが，活動の拡大を伴わない

継続活動や個人的な活動に対する支援の要望や，地域

課題に対応する活動への支援，逆により教育・文化に

特化した支援の要望等が見られ，様々な（時として相

反する）ニーズが財団に対して向けられていることが

窺われた（「報告書」pp. 19–20）．

2.6. 調査結果⑤：活動地域の変化

　本調査では最後に，直接助成や活動とは関わりのな

い「自らが活動する地域が 10 年前と比べてどう変わっ

たと思うか」について，i．人のつながり，ii．地域の

活動，iii．地域活動の担い手や参加者，iv．地域に対

する外部からの支援，v．地域に暮らす人が文化・芸術

と接する機会，vi．地域に暮らす子どもの教育の機会

格差について尋ねた．

　全体としては i．，ii．，iii．では「変わらない」が多数

派で，他には同数程度が「良くなった」「悪くなった」

と回答していたものの，iv．，v．については「外部から

の支援／文化・芸術に接する機会は増えた」が多く，

逆に vi．は「教育の機会格差が広がった」が多くなって

いた．

　また本質問については全般的に，岡山市・倉敷市を

あわせた都市部の方が，それ以外の地域より「悪く

なった」という回答が多く，両市以外の地域（中山間

部・島しょ部を含む）では地域のつながりや担い手に

ついても「強くなった」「増えた」というポジティブな

回答が多いという結果が見られた．これは新型コロナ

ウイルスの流行もあって都市部の人間関係が希薄化す

る一方で，それ以外の地域では依然としてコミュニ

ティが存続していることを現すものと見ることができ

る（「報告書」pp. 21–24）．
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3. 協働のプロセス

3.1. 実施の状況

　本調査の委託契約から報告書刊行までの実施スケ

ジュール（2021 年 4 月-12 月）をまとめると，表 1 の

通りである．なおこの間の打合せ（全 11 回）は新型コ

ロナウイルス流行に対応してオンラインで実施された．

3.2. 3 者の役割

　表 1 でわかる通り，本調査の主体は財団であるもの

の，調査準備・実施・報告書の作成まで多くの役割を

NPO センターが果たしている．財団・研究者ともこれ

だけのボリュームを伴う調査を実施するスタッフを有

していないため，本調査はNPOセンターの存在によっ

て可能となり，また財団の通常業務に支障をきたすこ

とがなく実施することができた．その上で財団は全体

の方向性や必要な情報についてのディレクションと調

査票の印刷・督促等の支援を，研究者は調査や報告書

作成についての助言・監修を行った．

　なお 3 者のうち研究者だけは当初からではなく，5 月

の調査票原案についての打合せから参加した．そのこ

とによって，調査全体についての仮説設定や，報告書

内での結果の検証について強化が図られたものの，当

初からの目的や議論を知悉しない研究者の介入は，実

施者である NPO センターの負担を増やすだけでなく，

調査全体の混乱を招く危険性をも持っていたと言える．

4. 振り返りと学び

4.1. 本調査の成果

　本調査を通じて明確になったのは，財団の助成対象

者の多くが助成を受けた活動を継続していることと，

財団助成が活動のスタートアップ時期の基盤作りに貢

献していることであった．この結果は財団にとって，

現状の助成事業の意味や有効性を言語化・可視化する

ことができたという点で大きな意味を持った．また

フォローアップ活動等の助成金以外の支援や，「事業計

画を一緒に整理・検討してくれる」ような日常的なコ

ミュニケーションの意義を知ることができたのも収穫

と言える．

　今回の調査は，財団として本格的なアンケート調査

を行う初めての機会であり，試行的な部分もあったが，

本調査の成果をうけて，財団としては今後も助成活動

終了時等，定期的にアンケートを実施していくことで

助成対象者が財団に何を求めているのかを理解し，ま

た相互の縁をつないでいきたいと考えている．

4.2. 本調査の限界

　一方で本調査の限界として，原則記名による回答で

あり，また助成対象者の半数以上は回答しなかったこ

とによるバイアスは考慮すべきであろう．オロズ

（2005: 65）によれば，助成対象者は一般に財団との力

関係や利害関係から批判を避け，結果として「外部か

らの意見はすべて好意的な方へ歪曲されがち」となる

のである．

　また質問数が限られていたことと，その設計プロセ

スの上での混乱により，助成先の事業成果に対する評

価や，助成対象者の活動の継続・拡大とその他の要因

についての相関関係を見るような調査票設計ができな

かったことも，本調査の限界と言えよう．

　更には本調査の結果について，広報や助成対象者に

対する使い方を事前に計画していなかったことにより，

報告書が完成したものの，現時点では回答者を含めた

外部に対して，その結果に基づいたメッセージを明確

に発信できておらず，財団にとっての今後の課題とし

て残されている．

4.3. 「登竜門」仮説について

　本調査の設計にあたり，証明すべき仮説の 1 つとし

て県内で言われる「福武教育文化振興財団の助成は，

こうした活動を行う人にとって一種の『登竜門』の役

割を果たしており，そこで実績を積んで信頼を得たり，

他の資金を得たりする」という「登竜門」仮説があっ

た．結果としては財団助成が活動の基盤作りや信頼性

の向上に資するという回答により，「登竜門」仮説の正

しさが示されることになった．

　一方で，必ずしもそのことが一般的に予想される

「組織規模の拡大」や「新たな事業展開」にはつながっ

表 1　実施プロセス

時　期 内　容 関係者

2021 年

4 月

・調査の委託契約

・ 調査準備（調査票案作

成等）

財団・NPO センター

（印刷は財団）

5 月 ・ 調査票について打合せ・ 
修正

財団・NPO センター・研

究者

6 月 ・ 調査票発送，以降回答

受付

NPO センター

7 月 ・ 回答入力・集計・督促

等

NPO センター

（督促は財団）

8-10 月 ・ 結果集計・分析・報告

書作成

・ 報告書について打合せ

（3 回）

NPO センター

財団・NPO センター・研

究者

12 月 ・報告書発行 財団

筆者作成
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ていない様子も見えてきた．本調査で明確に数値的に

は裏付けることはできなかったものの，同一活動に継

続的な助成を求める自由記述の記述や，財団と助成対

象者との日常的なコミュニケーションより，現在の財

団の助成対象者には様々な志向を持つグループが混在

していることが伺われる．その中で多数を占めるのは，

地域コミュニティ・社会課題志向と教育・文化志向の

双方の領域で，ともに必ずしも拡大を志向しない「継

続志向」グループ（図 1 の III．，IV．）であり，一方で

拡大志向を持つ助成対象者は比較的地域・社会課題志

向の方に多く見られ（同 I．），文化・教育志向（同 II．）
は限られる．

　現状では助成対象者の多くが「同様の活動を継続的

に行っていくこと」に重きを置いており，その規模を

拡大し，行政や大型助成財団の助成を受けるような助

成対象者も存在はする3 ものの，その数は限られる．

　従って「登竜門」仮説も，スタートアップ支援に

よって活動の基盤を整えるという意味で一部は正しい

ものの，それが必ずしも「拡大」を意味するものでは

ないという点については注意が必要であろう．

4.4. 福武教育文化振興財団の強み

　こうした多様な助成対象者の存在が可能となる理由

は，これまで財団の基本的な姿勢として，社会的イン

パクトや社会課題の「解決」ではなく，教育・文化の

分野に関連した地域の活動や，人材を育てるという目

的を明確に持っていることにある．

　それでいながら財団の助成が「ばらまき」にならな

いのは，i．岡山における「福武」という名のネームバ

リュー，ii．教育・文化という同分野における助成活

動の継続，iii．助成対象地域を岡山県内に限定してき

たこと，iv．財団と助成対象者がフォローアップ活動

等を通じて日常的なコミュニケーションを持っている

こと，また iv．域内民間助成財団等による「地域エコ

システム」の存在（青尾 2022）等によって，域内ステ

イクホルダー間の「顔の見える」関係性と信頼が寄与

しているものと考えられる．本調査の結果は，これま

で具体的な証拠をもって示せていなかった，そうした

財団の地域財団としての強みを再確認できたものと言

える．

4.5. 協働についての学びと示唆

　本調査を終えて，関係した 3 者がともに強く感じた

のは，調査の企画段階から，調査主体（財団）・実施者

（NPO センター）・助言者（研究者）が調査全体の問題

意識・目的・確認したい仮説・調査項目・結果の使い

方等について相談を行い，共通認識と合意を得ておく

べきという点である．それができていないと，調査の

上でも質問が先走ることとなってしまい，また集計や

分析の際に追加作業が生じる等，調査全体の設計や計

画に狂いが生じることとなりかねない．

　また研究者としての反省点は，自身の問題意識や関

心に引きずられることを自制して，調査主体である財

団やその助成を受ける方々に益する調査となるよう，

予め目的等を理解した上で助言を行うべきというもの

であった．今回は途中からの参加となったこともある

ものの，それが不十分であったことは否めない．

　今回の調査では曲折はありながらも，3 者が定期的

にオンラインで打ち合わせを行う等，綿密にコミュニ

ケーションを取りつつ行ったことで，最後まで円滑に

進めることができたことは特筆すべき点である．その

ためにも，調査以前から関係者が日常的な関係性と信

頼・協力関係を構築しておくことで，互いの強みや弱

み，関心等についても理解しておくことが有用であろ

うと考える．

5. 終わりに

　本調査は財団・NPO センター・研究者の 3 者のそれ

ぞれにとっても大きな学びの機会となった．筆者らは

今後同じような取組が各地でなされることによって，

民間公益活動の実践と研究の両方に大きく裨益するも

のと信じるものであり，本報告がその一助となれば幸

甚である．
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3 これらの助成対象者については，別途財団で実施している助成

対象者インタビューにおいて，拡大のプロセスを確認してい
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